












































































































































（ 4）　1946（昭和21）年 6月 1 日に司法省刑政部が解体し、矯正局と大臣官房保護課
が設置された。




























































































































































































































































































158　　早法 94 巻 1 号（2018）
日「犯罪者応急保護法草案」（第 2 次案）、同年 8 月24日、同年 9 月26日、
同年10月 4 日「刑余者應急保護法草案」（第 4、5、6次案）、同年10月20日

































































（36）　昭和25年第 7 回国会衆議院法務委員会議録第19号（昭和25年 4 月 4 日）〔牧野
寛索法務政務次官発言〕。



































































































































































体に障害のある児童に対する福祉の措置について」（昭和32年 7 月 4 日児発第390
号）。
（48）　厚生省児童局長あて法務省矯正局長通知「矯正施設収容者中身体障害を有する






















































































































































































































































「職業能力開発促進法第15条の 8 第 1 項及び職業訓
練の実施等による特定求職者の就職の支援に関す



























































（平成27）年 4 月 1 日から同年12月31日までに相談を受け付けしたものであり、新
規相談受付ケース数は43,491件、支援決定ケース数は10,870件であった。






































































































































































最終閲覧日：2018年 6 月 6 日）。一方、受刑者ひとりあたりの収容コストは年間お
よそ300万円とされている（中島隆信「経済学的視点による刑事法制のあり方」罪






























2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
注：『矯正統計年報』を基に作成。
図　満期釈放者及び満期釈放者のうち適切な帰住先のない者の数の推移













































































































































（84）　昭和25年第 7 回国会参議院法務委員会議録第19号（昭和25年 4 月 4 日）〔牧野
寛索法務政務次官発言〕。





































る 総 合 的 研 究―」（2009）150頁。BontaJ.&Andrews,D.A.,Risk─Need─























































































































（101）　池田浩三「更生緊急保護法をめぐる諸問題（下）」更生保護 2 巻 1 号（1951）
4 頁。ただし、N─R があるからといって、そのことが刑事司法で扱う範囲が無制
限に認められることを意味するわけではない。更生緊急保護制度は、戦前の司法保























































































（103）　高田治「司法福祉と更生保護」法律のひろば29巻 8 号（1976） 9 頁。
司法と福祉の連携からみる更生緊急保護制度の意義（石田）　　189
〔付記〕　本論文で引用した中央更生保護委員会事務局「更生緊急保護法案逐
条説明書」保護月報第 2号は山田憲児氏（日本社会事業大学特任教授）より
ご提供いただきました。ここに深く御礼申し上げます。
